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第１四半期の業績は「増収増益」となりました。

なお、2021年度実績の各数値については、会計方針の変更に伴い遡及適用
が行われたため 遡及適用後の数値を記載しています。

売上高は、＋２，０８８億円増となりました。これは、「エネルギー・ソ
リューションセグメント」における、原料費調整に伴う都市ガス単価増等が
主な要因です。

営業費用は、＋１，７５７億円増となりました。これも、「エネルギー・ソ
リューションセグメント」における原油価格上昇等に伴う原材料費増が主な
要因です。

この結果、営業利益は＋３３１億円増、経常利益は＋４１７億円増、親会社
株主に帰属する当期純利益は、＋２８０億円増の３８４億円となりました。
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ガス販売量についてご説明いたします。４ページをご覧ください。

第１四半期のガス販売量は、お客さま件数の減や、巣ごもり需要剥落による
減少等があったものの、主に工業用での発電専用のお客さまへの販売増や、
昨年同時期の高気温と比較した気温影響による家庭用の増等により、全体で
は＋２．９％増となりました。
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電力販売量についてご説明いたします。５ページをご覧ください。

第１四半期の電力販売量は、全体では＋２６．８％増となりました。

小売においては、契約件数の増加により＋９．２％増、卸他については＋３
６．６％増加しました。
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６ページには、セグメント別の売上高、および営業利益に持分法損益を加え
たセグメント利益とその増減を記載しております。
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エネルギー・ソリューションセグメントとネットワークセグメントの合計に
おける＋２１９億円の増益は、都市ガスのスライド差等による粗利増が主な
要因です。

海外セグメントは、主に原油価格の上昇等に伴う豪州上流プロジェクトの
利益増等により、＋１０７億円の増益となりました。
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８ページ・９ページには、ご参考として、本年４月のセグメント変更前の、
旧セグメント区分における売上高・利益の対前年同期比較をお示ししており
ます。
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２０２２年度通期につきましては、「売上高の増、利益は据え置き」と見通
しております。見通しの前提となる７月以降の経済フレームは、為替レート
を１ドル１２０円から１２５円に、原油価格については１バレル８５ドルか
ら１１０ドルに、それぞれ変更しております。

売上高は＋４，１８０億円増と見通しております。これは、「エネルギー・
ソリューションセグメント」における、原料費調整に伴う都市ガス単価増等
が主な要因です。

一方、営業費用は＋４,１８０億円増と見通しております。これも原油価格
上昇の影響等が主な要因です。

この結果、通期の利益見通しは４月末に公表した見通しから変更なく、親会
社株主に帰属する当期純利益は、９２０億円と見通しております。
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ガス販売量の見通しについて、１２ページをご覧ください。

ガス販売量は、前回見通しとの対比で＋２．０％増を見込んでいます。主に
発電専用のお客さまにおける稼働増等による販売量増を見込んでおります。
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電力販売量についてご説明いたします。１３ページをご覧ください。

電力販売量は、前回見通しとの対比で▲１．３％減を見通しており、主に卸
他の販売量減を見込んでおります。
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１４ページに、セグメント別の売上高および利益の見通しと、前回見通しに
対する増減を記載しております。

セグメント利益の合計額は前回見通しの通りと見通しております。

各セグメントごとの利益の主な増減について、次のページでご説明いたしま
す。
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１５ページをご覧ください。

エネルギー・ソリューションセグメントは▲１２６億円の減益を見通してい
ます。これは、電力事業において、ＪＥＰＸ、日本卸電力取引所における取
引単価増の影響等に伴う粗利の減を織り込むこと等が主な要因です。

ネットワークセグメントは、家庭用ガス販売量の減に伴う託送収益減等によ
り▲４４億円の減益を見通しています。

海外セグメントでは、原油価格およびガス価格上昇に伴う豪州・北米上流プ
ロジェクトの利益増等により、＋１６０億円の増益を見通しております。
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１６、１７、１８ページには、今回の通期見通しと前年実績との比較をお示
ししております。
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１９ページには、２０２２年度におけるキャッシュフローの使途の見通しを
お示ししております。
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２０ページには、連結ベースの主要計数を掲載しております。
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巻末には、参考資料として、経済フレーム感度表に加え、原油価格・為替
レート、期間中の主なトピックス、主な海外投資案件等を掲載しております。

２４ページからの主なトピックスに関しては、今回より、「各事業および財
務情報等」と「ＥＳＧに関する非財務情報」を分類し、ＥＳＧ関連の取り組
みについては、当社グループの特定するマテリアリティ、すなわちサステナ
ビリティ上の重要課題と関連付けてお示しするよう変更しております。
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